



されるように, ついには ｢100年に一度｣ とも形容される世界金融危機へと発展していっ
た｡
その後, この ｢世界金融危機｣ からいち早く立ち直った中国など新興国の経済成長によ
り, 徐々に各国の経済も取り戻しつつある中, ここにきてギリシャの財政危機の問題がま
たにわかにクローズアップされることとなり, その影響が懸念される事態となっている｡
｢世界金融危機｣ では, 特に金融危機の発生源である米国を筆頭に, 各国政府は軒並み
金融機関への資金拠出を相次いで表明するなど対応が慌ただしくなされた｡
例えば米国では, 2008年10月１日に上院を, 同月３日に下院を通過し, 同日にブッシュ
大統領 (当時) が署名し成立した ｢緊急経済安定化法 (Emergency Economic






今般のギリシャの財政危機においても, EU 加盟各国および IMF はギリシャに対する
巨額の財政支援を余儀なくされている｡ IMF が公表するデータでは, 2010年以降の３カ





2011年７月１日, 国際会計基準審議会 (以下, IASB) の新議長に就任したハンス・フー
ヘルフォルスト氏は(２), ｢新しい会計基準はギリシャの痛みを和らげるだろう｣ とし, 国







同氏は, 世界金融危機当時, オランダ金融市場当局 (AFM) の議長であったこともあり, 金融の安定という
観点で会計を考えていることが伺える｡
 http://www.reuters.com/article/2011/07/05/us-accounting-idUSTRE7643WU20110705






世界金融危機当時もそうであったが, IASB および米国財務会計基準審議会 (以下,





という観点で疑義が残るものといえる｡ また ｢会計｣ の重要な役割でもある ｢正しい経営
成績および財政状態を示す｣ という観点からも疑念が生じるのである｡
本稿では, 世界金融危機においてとられた対応 (特に我が国の対応を中心に) をレビュー





我が国の場合, 有価証券を含む金融商品の評価については, ASBJ の企業会計基準第10
号 ｢金融商品に関する会計基準｣ (以下, ｢金融商品会計基準｣), および日本公認会計士協
会会計制度委員会報告第14号 ｢金融商品会計に関する実務指針｣ (以下, ｢金融商品実務指
針｣) 等に基づいて行われている｡ これら基準の中身を検討するなら, 大部分は国際的な
会計基準, すなわち IASB の策定する IFRS および FASB が策定する米国会計基準 (以
下, FAS) と歩調を合わせる形で, 後追い的に基準設定がなされてきたものと解するこ
とができる｡
そのような中, 世界金融危機の発生源でもある米国においては, 2008年９月30日に, 米
国証券取引委員会 (SEC) スタッフと FASB スタッフにより, FAS 第157号 ｢公正価値
測定｣ に関する明確化のプレスリリース(４)が公表され, さらに10月10日には, FASB ス
タッフ意見書 (FSP) No.FAS157-3 ｢市場が活発ではない場合における金融資産の公正価
値の決定｣(５)が公表されている｡







関係｣ を理由としている旨, 言及している｡ しかしながら現在は, ASBJ のホームページから削除されている｡
25号 ｢金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱い｣ (以下, ｢時価算定取扱い｣)(７)を公
表している｡
また IASB が, 2008年10月13日に国際会計基準 (以下, IAS) 39号と IFRS７号を改正
する ｢金融資産の保有目的区分の変更｣(８)を公表したことに伴い, ASBJ は11月13日, 実
務対応報告公開草案第29号 ｢債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い (案)｣ を
公表, 11月28日までを期限としてコメントの受付を行い, 2008年12月５日には, 実務対応
報告第26号 ｢債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い｣(９) (以下, ｢保有目的区分
取扱い｣) を公表している (2010年３月31日廃止)(10)｡
国際的な会計基準と歩調を合わせるために急ぎ策定された ｢時価算定取扱い｣ と ｢保有
目的区分取扱い｣ という２つの実務対応報告について, これらがどのような基準であった
のか改めて検討してみたい｡
２－２. ｢時価算定取扱い｣ および ｢保有目的区分取扱い｣ についての概要




時価とは, ｢公正な評価額をいい, 市場において形成されている取引価格, 気配又は
指標その他の相場 (以下, 市場価格) に基づく価額をいう｡ 市場価格がない場合には合
理的に算定された価額を公正な評価額とする｣ とされている (金融商品会計基準第６項)｡
この際, 時価は, ｢取引を実行するために必要な知識をもつ自発的な独立第三者の当
事者が取引を行うと想定した場合の取引価額｣ (金融商品実務指針第47項) であり, そ
の概念は, 主に次の点を基礎としている｡
① 金融資産を取引する当事者は, その金融資産の内容, 構造, 仕組みについて, 特に
当該金融資産がもつ固有のリスク及びリターンの特性を理解していなければならない｡
② 金融資産を取引する当事者は, 継続企業を前提として, 不利な条件で引き受けざる
を得ない取引又は他から強制された取引ではなく, 自らの経済的合理性に基づく判断
により取引を行うものである｡
③ 金融資産の公正な評価額は, 取引の当事者が, 当該金融資産を取得・売却により又
は取組・決済のために, その時点でキャッシュフローとして受け取る価額又は支払う
価額である｡

















項)｡ これは, 金融資産の取引が活発に行われている市場における市場価格は, 当該金
融資産の公正な評価額を示していると考えられることによる｡
しかしながら, ｢取引所若しくは店頭において取引されているが実際の売買事例が極
めて少ない金融資産｣ (金融商品実務指針第53項②) や, 売手と買手の希望する価格差
が著しく大きい金融資産は, 市場価格がない (又は市場価格を時価とみなせない) と考















この場合, 変動要因等を織り込むことを考慮する｡ また, 適用する割引率は, 恣意
性を排除した合理的なものでなければならない｡







ば, 原則としてその価格を時価として使用することを求めている｡ しかしながら ｢取引
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所若しくは店頭において取引されているが実際の売買事例が極めて少ない金融資産｣















い金融資産｣ (金融商品実務指針第53項) ともなりうるわけで, 市場価格ではなく経営
者の合理的な見積りにより時価を付すことも可能となるのである｡
２－２－２. ｢保有目的区分取扱い｣ について (2010年３月31日廃止)
｢保有目的区分取扱い｣ の冒頭では, 本取扱いの目的が述べられているが, そこでは




しかしながらそれに併せて, 世界金融危機による金融市場の混乱を受け, IASB が金融
商品についての基準改正を行った事を受けて, ASBJ もこの ｢保有目的区分取扱い｣ を公
表するにいたった, とも述べている｡
この基準では, 企業が保有する債券について, ｢その他有価証券｣ および ｢売買目的有
価証券｣ から ｢満期保有目的債券｣ へと貸借対照表上におけるその分類の変更が可能とな
る｡
ところで金融商品実務指針第80項では, ｢有価証券の保有区分は, 正当な理由なく変更




























定取扱い｣ および ｢保有目的区分取扱い｣ については, 上記③の中の ｢緊急性のある分野
についての実務上の取り扱い｣ としての分類と推定できる｡
ところでこの ASBJ が策定する実務対応報告は, 一体どの程度の規範性があるのか,
すなわち ｢一般に公正妥当と認められる企業会計の基準｣ にあたるのかどうなのか, ここ
で改めて検討をしてみる必要がある｡
｢一般に公正妥当と認められる企業会計の基準｣ にあたると解されるものについては,

























算定について極めて曖昧な ｢経営者の判断｣ による測定が可能となっている点, そして債
券の保有目的区分の変更が可能となることにより, 損失の先延ばしも可能となる点である｡
さらには会計基準内の整合性という点でもその問題点を指摘することができる｡ 金融商品
実務指針の第69項 ｢満期保有目的の債券の要件｣ では, ｢満期まで所有する意図をもって
保有する｣ とは, ｢企業が償還期限まで所有するという積極的な意思とその能力に基づい
て保有することをいう｣ としている｡ そこでは ｢意思｣ のみならず, 満期まで持つその
｢能力｣ が必要とされているのである(15)｡
当時の状況を振り返るなら, 仮に満期保有目的債券に分類変更できたとしても, 実際に




IFRS の金融商品に関する主要な基準としては, ｢認識と測定｣ を規定する IAS39号,
｢表示｣ を規定する IAS32号, ｢開示｣ を規定する IFRS７号があり, それらが相互補完し
あいながら金融商品についての全体を規定している(16)｡
本稿では特に ｢測定｣ を対象としているため, IAS39号について以下で概観していく｡
３－１－１. 金融商品の分類
IAS39号は, 金融商品を以下の～の４つに分類している (IAS39.9)
 損益を通じて公正価値で測定する金融資産および金融負債 (financial assets/liabili-




 満期保有投資 (held-to-maturity investments：以下, HTM)
この区分では, 支払額が確定または決定可能で, かつ確定した満期がある金融資産の
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 弥永真生 ｢会計基準の会社法における受容｣ 『会計』 第171巻３号, 2007年３月, 360～361頁
 http://db.jicpa.or.jp/visitor/general/toshin_dl.php?id=6703
 橋本尚・山田義隆著 『IFRS 会計学基本テキスト』 中央経済社, 2009年, 165～170頁｡
うち (デリバティブ商品を除く), 企業が満期まで保有する意思と能力を有するものが
含まれる｡ ただし, 公正価値オプションによる指定がなされたもの, 売却可能として指
定されたもの, 貸付金および債権の定義を満たすものを除く｡
 貸付金および債権 (loans and receivables：以下, L&R)
この区分では, 支払額が確定または決定可能なデリバティブ商品以外の金融資産のう
ち, 活発な市場での公表価格が入手出来ないものが含まれる (具体的には, 売掛金・未
収入金・貸付金等)｡ ただし, 短期間の売買を意図するもの, 公正価値オプションの指
定がなされたもの, および, 当初の投資のほとんどを回収できない可能性があり, の
売却可能として分類すべきものを除く｡




上記～の金融商品については, 企業は契約当事者となった時点で (当初認識), 金
融資産または金融負債を認識しなければならないとされている (IAS39.14)｡ この場合の
認識時点としては取引 (約定) 日と決済 (受渡) 日基準があるが, いずれかの方法を一貫
して適用する限り, どちらの方法も認められている (IAS39.38)｡ また当初認識時には,





















・発行体が事業を営んでいる技術環境, 市場環境, 経済環境, 法的環境に生じた重
要な不利な変化
・公正価値の重要なまたは長期間にわたる下落









と能力に変化があった場合などの限られた場合にのみ AFS と HTM の間の分類変更が認
められていた (IAS39.51,54)｡ また HTM を満期前に売却または分類変更した場合には,
罰則規定が適用され, HTM に分類されている残りの投資を他の分類へ変更することが求
められるほか, 以降２年間は HTM への分類が禁止されていた (IAS39.9,52)｡
しかし, 世界金融危機の影響を受けた2008年10月の IAS39の改訂により, また先に変
更を行った米国会計基準と同一の解釈となるようにとの趣旨の下で, FVTPL 等の分類変
更の制限の緩和が図られた(17)｡
この結果, 短期売買目的で FVTPL に分類された金融資産 (デリバティブおよび公正価
値オプションを適用したものを除き) についても, 当該金融資産が分類変更先の要件を満
たす場合に限り, L&R, および HTM, そして AFS への分類変更が可能となっているの
である (IAS39.50B, 50D)｡
３－２. IFRS９号 (新基準)
2009年11月, IASB は IAS39号の分類と測定に関する部分を改訂する IFRS９号を公表










 橋本尚・山田義隆著 『IFRS 会計学基本テキスト』 中央経済社, 2009年, 172頁｡




これによるなら金融資産を保有する当該企業の ｢ビジネスモデル｣ の判定が, 金融資産
の分類上極めて重要な判断基準となっている｡
ところで, ここでのビジネスモデルの判定については, ｢企業のビジネスモデルが, 契
約キャッシュフローを回収するために資産を保有するものであること｣ かどうかの判定を














これに伴い, ｢開示｣ を規定する IFRS７号が改訂され, 次の開示が求められる｡
 再分類を行った場合には, ①再分類日, ②ビジネスモデル変更の詳細な説明およびそ
れが財務諸表に与える影響の質的な記述, および③それぞれの区分からまたはそれぞ
れの区分に振り替えられた金額
 再分類後, 償却原価区分とされた金融資産については, 認識の中止が行われるまでの
間, ①再分類日に決定された実効金利および, ②認識された受取金利または支払金利
の金額
ところで上記 IFRS９号による金融資産の分類変更については, 以前の IAS39号 (世界
金融危機前) にあったような罰則規定が設けられていないため, ビジネスモデルが変更に
なったという合理的な説明さえ可能であれば, 例えば本稿の対象である債券についても,
｢公正価値区分｣ から ｢償却原価区分｣ へと再分類することも可能となっている｡
これを受け ASBJ も2010年８月16日, ｢金融商品会計基準の見直しに関する検討状況の
整理｣(19)を公表したが (基準としてはまだ成立していない), 国際会計基準とのコンバージェ
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この ｢一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行｣ および ｢一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準｣ については, 前述のとおり, 基準設定主体としての正統性および基
準策定のデュープロセス, また理論的にも一貫した基準であることが必要十分な条件と考
えられるのである｡
我が国における ASBJ (IASB や FASB も同様だが) のような民間団体が策定する基準
においては, より慎重な対応と透明性, そして社会に認められる理論的で一貫した基準作
りが望まれると考えられるのである｡
ところで ASBJ は, 平成18年12月28日に, 討議資料 ｢財務会計の概念フレームワー
ク｣(20)を公表しているが, これは我が国の会計基準の開発のための概念指針を提供するこ
とを目的として策定されたもの, とされている｡ この概念指針自体が現時点で何らかの法
的な裏付けを持つということはないものの, 少なくとも ASBJ 内において策定する基準
については当該指針と整合する形での基準策定がなされているものと推定できる｡
前述のように, ASBJ の策定する基準が金融庁の事務ガイドラインにおいて認められる






 板橋敦志 ｢金融商品会計基準 (金融資産の分類および測定) の見直しに関する検討状況の整理について｣ 『会








いうのではなく, そこは基準設定主体とは切り離した形での何らかの対応 (例えば, 金融
庁など行政による直接対応) の方が適切であると考えられるのである｡
また問題の二点目としては, 金融商品に関する会計基準そのものについてもあげること
ができる｡ 財務会計の主要な目的は, 会計情報の有用性という観点から, 利害関係者に対
して企業の正しい経営成績・財政状態を示すことである｡ これに関連して ASBJ の公表





















A Study on Financial Instruments Accounting
―Focusing on Fair Value Measurements and Classification of Debt Instruments―
紺 野 卓
本稿では, 米国のサブプライムローン問題に端を発した世界金融危機以降の会計基準に






会計上の対応が試みられており, IASB 議長は, EC に対して早期に IFRS９号を採用する
ことを促したとされている｡
IFRS９号の内容は, 世界金融危機当時にとられた緊急避難的な会計基準の延長線上に
あるものとみなすことができ, 損失の先送りも可能な内容となっている｡
会計の重要な役割は, 正しい事実を利害関係者に開示することであり, 会計基準設定主
体においては, 会計が本来果たすべき役割に沿った形での基準策定が望まれるのである｡
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